
 

 

令和６年産収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）について 

 

鹿児島県拠点経営所得安定対策ナラシ担当 

1.  ナラシ対策は、経営に着目したセーフティーネットであり、米、麦、大豆の農業収入全体の減少よる影響

を緩和するための制度であり、令和６年産は県全体で 274 経営体が加入しました。 

2.  米の需要について、令和６年産米は前年産より販売価格が高く推移していますが、仮に標準収入額を

下回ることとなればナラシ対策の発動となりますので、発動に備えて準備を行っていく必要があります。 

3.  このため、収入減少影響緩和交付金の交付申請書（様式第 10-1 号）と次の数量確認書類（①～③）

を、令和７年4 月30 日までに県拠点へ提出できるようナラシ加入者の米の販売確認等（証拠書類の

準備）を早めにお願いします。 

①  JA・集荷組合へ出荷する米については、県拠点から JA・集荷組合へ２月中に米穀の数量証明の

依頼を行い、３月中に県拠点へ数量証明書の提出をしてもらうスケジュールで、現在、準備を進めて

います。 

②  JA・集荷組合以外に米穀を販売した米については、米穀の検査証明書や、販売伝票等で販売が

確認できる書類の提出が必要です。 

この際、販売伝票等で主食用として出荷・販売したことが確認できる事が必要です。（５年産より

申請時に販売計画を立てたものが対象となります） 

③  直接消費者へ販売した米については、米穀の検査証明書のほか、直接販売した米穀の販売数量

報告書（別紙参考様式第６号-1（玄米）、６号-2（精米）と、販売伝票等で主食用に販売及び数量等

が確認できる書類の提出が必要です。 

なお、農産物検査によらない方法により数量確認した場合もナラシの交付対象となります。詳しく

は、米・畑作物の収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）の出荷・販売実績（生産実績数量）の確認

資料をご確認いただき、不明な点があれば県拠点まで連絡いただきますようお願いします。 

4.   また、集落営農組織の構成員が収入保険に加入している場合の生産実績数量の控除については、別

添資料を一読いただきますようお願いします。 

※５年産より系統出荷分のゼロ契約は対象外であり、申請時に提出した米穀の出荷・数量報告書（様式

１０-１１号）で計画したものが対象となります。詳しくは別添の事前契約の注意点をご覧下さい。 
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